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60億円合
計

今 か ら E V 導 入 検 討 の 方 は 補 助 金 を 活 用 し ましょう

令和5年度補正・令和6年度予算

V2H充放電設備補助金

クリーンエネルギー自動車の
普及促進に向けた
充電・充てんインフラ等導入促進

令和5年度補正・令和6年度予算
V2H充放電設備補助金

V2H充放電設備補助金のススメ　

補助対象
機器一覧は
こちらから

品 名 V2Hスタンド（6.0kW）

注）個人宅の場合、EV等を保有、または発注済の場合に限り補助金申請が可能です。

LJV1671B
LJV2671C LJVH671C

1,600,000円 1,900,000円

産業用V2Xスタンド

システム名 V2H蓄電システムeneplat 産業用蓄電システム
単相連系タイプ（V2X対応）

LJV1671T

1,600,000円

品 番

商品画像

希望小売価格
（税抜）

当社補助対象品

※1. 1期、２期の予算合計。　※2.銘柄ごとにセンターが定めた当社補助金交付上限額。　※3.補助金交付額は購入費×補助率とセンターが定める補助金交付上限額のいずれか低い方。　※4.設置工事費に対する補助金
の交付額は、設置工事申告額と工事の見積書または設計書等を審査し、算出します。
注）申請期間ごとに定める公共施設・災害拠点の配分予算額および公共施設・災害拠点以外の配分予算額をそれぞれの申請の額の累計が超えると予想される場合には、交付申請期間中であっても受付を終了します。
　 その場合は、センターのホームページ上で告知されますのでご確認のうえ、申請をお願いします。

パワー
ステーション

EV

【屋側】 
ネット
リモコン

蓄電池
ユニット

太陽電池モジュール

ネット
リモコン蓄電池用

コンバータ 蓄電池
ユニット

V2Hスタンド

補助対象機器
【屋内】 

電力切替ユニット

（補助率1/2）※3

V2H充放電設備に対する
補助金交付上限額

75万円
工事費に対する
補助金交付上限額

95万円※2 ※4

V2H充放電設備に対する 工事費に対する

公共施設／災害拠点 予算 15億円※1

V2H充放電設備に対する
補助金交付上限額

（補助率1/3）※3
30万円

工事費に対する
補助金交付上限額

15万円※2 ※4

V2H充放電設備に対する 工事費に対する

個人宅／その他施設 予算 45億円※1

※1

個人宅／
その他施設

公共施設／
災害拠点

（工事項目ごとに上限あり）（工事項目ごとに上限あり）



「V2H充放電設備の購入費」と
「設備等設置工事費」の
2つがあります。

◯設備工事費
電気配線工事、充電器基礎・据付工事、
配管・ブレーカー工事、付帯設備 など

◯V2H充放電設備の購入費
機器費用

補助金に関するお問い合わせ先
一般社団法人 次世代自動車振興センター 充電インフラ部 コールセンター V2H充放電設備事業

9:15～12:00／13:00～17:00（土･日･祝日･年末年始は休み）

補助金の申請に関する詳しい内容は、
一般社団法人 次世代自動車振興センターのホームページを必ずご確認ください。

URL：https://www.cev-pc.or.jp

T E L 受 付 時 間0570-000-299

申請期限：令和6年7月17日
申請開始：令和6年6月20日

申請期限：令和6年9月下旬予定
申請開始：令和6年8月下旬予定

交付申請受付・審査

交付決定通知書発行

次世代自動車振興センター

2
3

交付申請（オンライン）
交付申請

設置工事

実績報告

申請者

1～2ヶ月
程度

1
※V2H充放電設備の発注前・工事の施工開始前に申請が必要です。

1期 2期

V2H充放電設備の発注および工事については交付決定日以降に発注
及び施工を開始してください。

受付・審査・補助金の額の確定8
補助金額確定通知書発行9
補助金の交付10

1.5～
2ヶ月
程度

V2H充放電設備の発注・設置工事開始5
交付決定通知書4

設置工事完了・支払完了6
申請期限：令和6年11月29日 申請期限：令和7年1月31日実績報告（オンライン）7

補助金受領11
※V2H充放電設備の5年間の保有・運用が必要です。

1期 2期

申請の流れ

ZBCT1E064LJ    202407-5YKNこのチラシの記載内容は2024年7月現在のものです。
〒571-8686　大阪府門真市門真1048　☎（06）6908-1131（代表）  Ⓒ Panasonic Corporation 2024　本書からの無断の複製はかたくお断りします。

電材&くらしエネルギー事業部

区 分

EV

個人宅／
その他施設

公共施設／
災害拠点

③公共施設

④災害拠点

・地方公共団体の保有・管理する施設等　
・地方公共団体、または地方公共団体から委託された指定管理者からの申請であること

地方公共団体等との間で災害時の人的・物的支援に関する協定（「災害協定」、「防災協定」が締結されている施設）

①、③、④以外の施設（事務所、工場、商業施設、マンション（共用分電盤からの充放電）など）
・申請者が法人であること
・給電対象施設は1つにつき設置できるV2H充放電設備の数は1基
・電動車保有は要件ではない

①個人宅

②その他施設

個人宅（個人が居住する建物（戸建て住宅・集合住宅の居室など）
注1）電動車等（電気自動車、プラグインハイブリッド車、燃料電池当等）を保有している又は購入のための発注が完了していること　
注2）設置場所住所と申請者住所、上記車検証の使用の本拠地が一致していること

定義／要件

補助事業対象項目

補助事業概要

実績報告提出期限

※1.詳細な日時や時間は期間ごとにセンターに確認お願いします。 ※2.「一つの工事」で複数のV2H充放電設備を設置の場合は、基数単位となっている工事項目ごとの補助金交付上限額については、当該項目ごとに
定められた補助上限額に設置基数を乗じた額とする。また、「一つの工事」で複数のV2H充放電設備を設置する場合の設置工事費の補助金交付上限額については、別にセンターが定めます。 ※3.補助対象となる工事
の項目毎に補助上限額は決まっています。ホームページで確認お願いします。
注）申請期間ごとに定める公共施設・災害拠点の配分予算額および公共施設・災害拠点以外の配分予算額をそれぞれの申請の額の累計が超えると予想される場合には、交付申請期間中であっても受付を終了します。
その場合は、センターのホームページ上で告知されますのでご確認のうえ、申請をお願いします。

交付申請期間※1

交付期限※1
令和6年6月20日～7月17日
令和6年7月～9月下旬
令和6年11月29日

令和6年8月下旬から9月末（予定）
令和6年9月～11月中旬
令和7年1月31日

1期 2期

公共施設／
災害拠点

個人宅／
その他施設

機器費用
工事費
機器費用
工事費

1／2
1／1
1／3
1／1

75万円
工事費 合計95万円※2※3

30万円
工事費 合計15万円※3

補助率 １基設置の場合の補助金交付上限額区 分


